
稚内市中小企業振興助成金（新規創業者支援事業助成金）交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、稚内市中小企業振興基本条例（平成 29 年稚内市条例第 11

号）第５条第１号に掲げる基本方針に基づき、地域経済の活性化及び雇用の

確保を図るため、市内で創業する際に必要な経費に対して稚内市中小企業振

興助成金（新規創業者支援事業助成金）（以下「助成金」という。）を交付す

ることに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(１) 創業 次に掲げる行為をいう。 

ア 事業を営んでいない個人が新たに事業を開始すること（所得税法（昭

和 40 年法律第 33 号）第 229 条の規定により届出をした場合に限り、イ

に掲げるものを除く。）。 

イ 事業を営んでいない個人が新たに法人を設立し、当該新たに設立され

た法人が事業を開始すること。 

ウ 事業を営んでいる個人又は法人がこれまで営んだことがない新たな業

種（当該個人又は法人に適用されている日本標準産業分類（平成 25年総

務省告示第 405 号）の大分類の適用区分が変更される業種を営む場合を

いう。）において事業を開始すること。 

(２) 地域経済団体 稚内市中小企業振興基本条例第２条第２項第２号に規

定する地域経済団体をいう。 

（助成対象者） 

第３ 助成金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を全て満たし

ている者とする。 

(１) 稚内市内において創業すること（公共床において創業する場合を除

く。）。 

(２) 稚内市内に住所を有する個人であること。 

(３) 産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）で認定された創業支援等

事業計画に基づいて、創業支援等事業者が実施する特定創業支援等事業に

よる支援を受け、特定創業支援等事業を受けた旨の証明書を有する者（創

業日以後１年以内に当該証明書の交付を受ける予定の者を含む。）であるこ

と。ただし、既に事業を営んでいる者を除く。 

(４) 地域経済団体に加入し、又は加入を予定していること。 

(５) 出店後、３年以上継続して営業できる見込みがあること。 

(６) おおむね週５日程度、20時間以上営業するものであること。 



(７) 事前に稚内中小企業相談所が実施する創業相談を受け、適切な事業計

画を有している者として、推薦を得ていること。 

(８) 市税等の滞納がないこと。 

(９) 市内に事業所を有する施工業者により、店舗の改修を行う者であるこ

と。ただし、改修を行わない場合及び特殊な内外装の施行等を行う場合は、

この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、助成対象

者としない。 

(１) 別表第１に定める非対象業種以外の業種及び別表第２に定める非対象

営業以外の営業を行おうとする者であること。 

(２) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団に関係する者であること。 

(３) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者であ

ること。 

(４) 国、道、市等の他の助成制度の適用を受けていること。 

(５) 既にこの要綱に基づく助成金を受けていること。 

(６) その他市長が適切でないと判断する事業を実施しようとすること。 

（助成対象事業） 

第４ 助成金の対象となる事業は、助成対象者が稚内市内における創業をする

ために、次の各号のいずれかに該当する融資を受ける事業（以下「助成対象

事業」という。）とする。 

(１) 国又は地方公共団体が実施する創業に係る融資 

(２) 政策金融機関が実施する創業に係る融資 

(３) 民間金融機関が実施する創業に係る融資 

(４) 公共的団体が実施する前３号に掲げる融資に準ずる融資 

（助成対象経費） 

第５ 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、創

業に要する経費のうち、土地及び建物（本人、配偶者又は３親等内の親族が

所有する土地及び建物を除く。）の賃借料（敷金、礼金、駐車場使用料、仲介

手数料等賃貸借契約に関する諸経費を除くものとする。）並びに初期設備費、

建物取得費その他市長が特に必要と認める経費（以下「初期設備費等」とい

う。）とする。 

（助成金の交付額等） 

第６ 助成金の交付額は、次の各号に掲げる助成対象経費の区分に応じ、当該

各号に定めるとおりとする。ただし、助成金の交付額の総額は、当該年度の

予算で定める額を超えることができない。 

(１) 土地及び建物賃借料 １月あたりの土地及び建物賃借料の２分の１以



内の額であって、５万円を超えない額とする。 

(２) 初期設備費等 初期設備費等の２分の１以内の額であって、50 万円を

超えない額とする。 

２ 土地及び建物賃借料に係る助成金の助成期間は、最長６月とする。 

（交付の申請） 

第７ 助成金の交付を受けようとする者は、別記第１号様式の創業計画書（こ

れに準ずる創業計画書を含む。）を稚内中小企業相談所へ提出し、別記第２号

様式の推薦書の交付を受けた後でなければ、助成金の申請をすることができ

ない。 

２ 稚内市補助金等交付規則（平成 17 年稚内市規則第 18 号）第６条第１項第

４号に掲げる市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。 

(１) 稚内中小企業相談所が発行する推薦書（発行から６月以内のものに限

る。） 

(２) 別記第１号様式の創業計画書（これに準ずる創業計画書を含む。）の写

し 

(３) 特定創業支援等事業を受けた旨の証明書の写し（創業日以後１年以内

に当該証明書の交付を受ける予定の者にあっては、別記第３号様式の誓約

書） 

(４) 創業に係る融資が決定していることを確認できる書類 

(５) 土地及び建物の賃貸借契約書の写し 

(６) 見積書の写し、図面、改修等前の現況写真等（初期設備費等に係る助

成金を申請する場合に限る。） 

(７) 住民票の写し 

(８) 市税等を滞納していないことを証明する書類 

(９) 店舗の位置図 

（10) 別記第４号様式の事前着手理由書（第８ただし書の規定の適用を受け

ようとする場合に限る。） 

（事業の着手時期） 

第８ 事業の着手時期は、稚内市補助金等交付規則第７条第１項及び第２項の

規定による交付の決定があった日以後でなければならない。ただし、事業の

性質その他のやむを得ない事由があると市長が特に認める場合は、この限り

でない。 

（実績報告の提出） 

第９ 稚内市補助金等交付規則第 16条第３号に掲げる市長が必要と認める書類

は、次に掲げる書類とする。 

(１) 助成期間の土地及び建物賃借料の支払領収書の写し 

(２) 初期設備費等に係る支払領収書の写し及び完工写真 



(３) 法人の登記事項証明書若しくは定款又は税務署等へ提出した開業の届

出書その他事業内容が確認できる書類 

（補則） 

第 10 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、稚内

市補助金等交付規則及び稚内市補助金の交付に関する取扱規程（平成 17年稚

内市訓令第７号）に定めるところによる。 

附 則（令和５年７月４日決裁） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年７月４日から施行し、令和５年４月１日から適用す

る。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月 31日限り、その効力を失う。ただし、同日まで

に交付の決定が行われた助成金については、なお従前の例による。 

 

別表第１（第３関係） 〔別添〕 

別表第２（第３関係） 〔別添〕 

 

別記第１号様式（第７関係） 〔別添〕 

別記第２号様式（第７関係） 〔別添〕 

別記第３号様式（第７関係） 〔別添〕 

別記第４号様式（第７関係） 〔別添〕 


